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社会ではテレワークや自動運転車，炭素税などに代表される数多くの変化が生じ，今後の居住地選択に

大きな影響を与えることが想定される．また，地球温暖化に対する関心は高まり続け，温室効果ガスの排

出量のうち約 2 割を占める交通環境負荷の削減は必須である．本研究では，宇都宮市を対象にテレワーク，

自動運転車，炭素税の導入による居住地の変化と，それに伴う交通環境負荷の変化を応用都市経済モデル

を用いて定量的に評価した．結果，テレワークや自動運転車の導入による居住地の拡散に伴い，一トリッ

プあたりの交通環境負荷は 0.3~5.6%増加することが明らかになった．また，テレワークや自動運転車と同

時に炭素税を導入することで，居住地の変化は相殺され交通環境負荷の抑制を実現可能であるとわかった． 
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1. 研究の背景と目的 

 

COVID-19 の感染拡大を契機とした生活様式の変化や，

自動運転車に代表される技術革新に伴う変化，また，脱

炭素社会の実現を見据えた政策など，数多くの変化が社

会で注目を集める．これらの変化は，都市構造にも大き

な変容をもたらすと想定される．実際，COVID-19 の蔓

延に伴い発令された緊急事態宣言により，栃木県のテレ

ワーク実施率は28%を観測するなど 1）交通や都市を取り

巻く状況の変化は加速している．そして，ポストコロナ

を見据えると，自動運転車に代表される新たな技術の導

入や，炭素税などの政策に伴い，交通行動は変化し続け

ると考えられる．そこで，将来の都市・交通計画を検討

するうえで社会の変化を織り込むことは必須である． 

また，パリ協定を背景に，環境問題への注目は高まり

続けている．我が国においても 2021 年に地球温暖化対

策計画が策定され，2050年までに脱炭素を実現すること

が掲げられている2）．持続可能な社会においては環境負

荷の抑制が不可欠であることが社会で広く認識され，環

境問題への対策は不可欠である．運輸部門においても大

幅な削減が推進されており，環境負荷の抑制は重要な課

題である． 

そこで，本研究では，生活様式の変化や，自動運転車

に代表される技術革新に伴う変化，また，脱炭素社会の

実現を見据えた政策の一例として，テレワーク，自動運

転車，炭素税の導入に着目し，政策導入に伴い変化する

人口分布を定量化することで，社会の変化が都市構造に

及ぼす影響を明らかにすることを目的とする．そのうえ

で，居住地の変化がもたらす交通環境負荷の変化を算出

し，持続可能な都市・交通計画を実現するための一助と

することを目指す． 

 

 

2. 既存研究の整理と研究の位置づけ 

 

(1) 既存研究の整理 

既存研究は，社会の変化が交通環境負荷に与える影響

を定量化した研究，社会の変化が人口分布にもたらす影

響を考察した研究に大別される． 

社会の変化が交通環境負荷に与える影響を定量化した
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研究は近年多数取り組まれている．日比野ら3）は，テレ

ワークの普及推進が与える通勤行動の変化に着目し，今

後発生し得る交通行動や居住地の変化を明らかにした．

また，森本ら4）はテレビ会議が出張会議を代替すること

で生じる二酸化炭素排出量の変化をライフサイクル環境

負荷の観点から示した．さらに，山﨑ら5）は個人のライ

フスタイルが将来の居住地選好に与える影響を評価し，

現住地により将来居住地選好に影響を与えるライフスタ

イルの要因が異なることを明らかにした． 

以上より，様々な要因によって変化した交通行動は，

都市構造や交通行動の変化を促すとともに，環境負荷に

も影響を与える存在であることが明らかになった． 

社会の変化が人口分布にもたらす影響を考察した研究

は，主に応用都市経済モデルを活用して多数取り組まれ

ている．佐々木ら 6）は，LRTの導入を想定し，将来の人

口分布をLRTの有無別に比較した．その結果，LRT沿線

では，LRTが開業した場合に，開業していない場合と比

べ約 100世帯分の人口が増加することが確認された．ま

た，冨岡ら 7）も同様に宇都宮に LRT が導入された場合

を想定し，LRTの導入に伴うトリップ費用の変化を交通

モデルに組み込むことで，より精緻に人口分布を予測し

た．山崎ら 8)は，東京都市圏を対象に，鉄道や道路整備

が人口分布や二酸化炭素排出量に与える影響を予測した． 

応用都市経済モデルを活用した将来の居住地の分布を

予測する研究は数多く見られる一方で，インフラ整備の

評価を目的とする研究が多く，将来の技術革新やライフ

スタイルの変化が将来の人口分布に与える影響を，複数

のシナリオに基づき比較している事例は見られない． 

 

(2) 研究の位置づけ 

社会の変化が交通環境負荷に与える影響を定量化した

研究はすでに多くの蓄積があり，各変化が交通環境負荷

に与える影響は明らかになりつつある．また，応用都市

経済モデルを活用し，政策の変化が人口分布に与える影

響を評価している事例は複数見られる． 

しかしながら，社会の変化が将来の人口分布に与える

変化を応用都市経済モデルを使用して定量化したうえで，

交通環境負荷に及ぼす影響を算出した事例は少ない．そ

こで本研究では，テレワーク，自動運転車，炭素税導入

時の人口分布の変化を応用都市経済モデルを用いて算出

するとともに，人口分布の変化が交通環境負荷に与える

影響を定量化する点に新規性がある． 

 

 

3. 研究の概要 

 

(1) 研究の流れ 

研究は次の流れで実施する． 

1. 本研究で使用する応用都市経済モデルの精度検

証を行う． 

2. テレワーク，自動運転車，炭素税を導入した際

の人口分布の変化を算出する． 

3. 上述した各政策採用時の通勤時の交通環境負荷

の変化を評価する． 

4. 上述した各政策を組み合わせた際の人口分布の

変化と環境負荷の変化を評価する． 

なお，環境負荷は通勤時の自動車由来の二酸化炭素

排出量に絞って議論を行う．これは，鉄道やバスの環境

負荷は運行頻度や距離によっておおよそ決まり，利用者

の交通手段の転換の影響は小さいためである．本研究の

対象地である宇都宮市では，公共交通の分担率が自動車

に比べ著しく低い 9)ため，公共交通が環境負荷総量に与

える影響が軽微であることも，公共交通を除外して検討

を行う理由である．また，自転車や徒歩による移動も環

境負荷に影響を与えないため除外している．  

 

(2) 対象地の概要 

本研究では栃木県宇都宮市を対象地として設定する．

宇都宮市は，栃木県の中央部に位置する人口約 51 万人

の都市であり，北関東の市町村では最大で，市内には複

数の鉄道路線や中心部から放射状に伸びるバス路線が存

在する．一方で，宇都宮市は自動車分担率が 69%を占め

自動車への依存度は高止まりしている9）．また，宇都宮

市では平成 26 年に県央広域都市圏生活行動実態調査(以

下，PT 調査)が実施されている．したがって，宇都宮市

では，通勤時における自動車の利用者が一定数程度存在

し，また，過去の PT 調査で交通行動が既に明らかにな

っているため，交通環境負荷の推計が比較的容易である

と考えられる． 

 

 

4. 応用都市経済モデルの概要と精度検証 

 

(1) 応用都市経済モデルの概要 

本研究では，冨岡ら7）の研究をもとに，応用都市経済

モデルを用いて変化する人口分布を評価する．応用都市

経済モデルは，交通と土地利用の同時均衡モデルの一種

であり，交通状況が都市に与える影響を評価可能である．

また，ミクロ経済学に基づいているため，各主体の選択

を便益換算することが可能であることが採用理由である．

正の便益だけではなく炭素税導入に伴う家計の負担増加

など負の便益も含めて考慮可能である．さらに，脱炭素

を見据えた人口分布についても定量的に評価可能である． 

応用都市経済モデルで参照するトリップ費用は，交通

需要予測に基づき算出しているため，交通・都市政策を

考慮しながら，変化する人口分布を考慮可能であるとい
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う特徴がある．本研究で考慮対象とするのは個人行動の

みであるため，冨岡ら7）の研究を踏襲し，企業行動は変

化しないことを想定した．よって個人効用の最大化と地

主の利潤の最大化を図るうえで最適な均衡点を模索する． 

均衡点の算出にあたり，まず，現況の立地効用を把握

した．ゾーン別の所得とトリップ費用を算出し，現況の

移動にまつわるトリップ費用と立地選択によって得られ

る効用が均衡していることを仮定し，立地効用と現況の

立地選択率の関係を求めた．立地効用から求めた立地選

択率と実際の選択率に誤差が発生する場合は，定数項を

用いてそれが比例するように補正した．本研究ではトリ

ップ費用と地価に基づき居住地選択が行われることを仮

定したが，実態としては都市のアメニティなどの要素も

加味して立地選択を行う場合が一般的である．したがっ

て本定数項は，本モデルで説明されない要素を示すもの

と位置付ける． 

続いて，政策の導入にあわせて将来のトリップ費用を

PT 調査を用いて更新した．本研究では，通勤トリップ

のみをトリップ費用を変動させる要素と設定する．最後

にゾーン毎の地価を変動させ，すべての土地の需給が均

衡する値を算出する．均衡したときの人口が，将来人口

移動が収束した時点の人口分布である． 

検討に当たり、まず現況を再現し，精度を確認した上

で，将来の人口分布を算出した．将来の人口分布につい

ては 2050 年を想定した．また，本研究で導入を検討す

る各種政策は将来の人口分布に影響を与える存在とする．

なお，本章で言及するテレワーク，自動運転車，炭素税

は，いずれもトリップ費用に影響を与える政策である．

したがって，変化させた関数はトリップ費用にまつわる

事項のみであり，それ以外の変数は政策の導入前後で不

変とした． 

ただし，応用都市経済モデルは時間軸を持たないモデ

ルである．需要と供給が均衡する時点が予測時点であり，

均衡するまでの時間を明示的に表すことができないため

である．本研究では，将来時として 2050 年を想定した

が，これは政策導入時から十分な時間が経過することで，

均衡点に達すると考えられるためである．また，本研究

で設定したシナリオでは人口分布の変化は市街地におい

ても 500m メッシュあたり数十人と少ないため，山崎ら
10)のような人口分布の変化に合わせた自動車トリップ費

用の更新は実施していない． 

なお，本章第 2節、第 3節で言及している応用都市経

済モデルを用いた現況再現ならびに，政策の導入を仮定

しない際の推計は，冨岡ら7）によって行われた既存研究

を踏襲した．  

 

(2) 交通モデルの概要 

本研究で言及している応用都市経済モデルで活用する

トリップ費用は，宇都宮市内の全ての発着地の組み合わ

せにおける，交通機関別のトリップ費用を計算したもの

である． 

トリップ費用の計算には四段階推定法を用いた．発生

集中交通量，分布交通量，分担交通量は PT 調査より値

を引用した．配分交通量は，再現した道路ネットワーク

を基にワードロップの利用者均衡配分を用いて推計した.

これの過程により求められる配分交通量と，道路交通セ

ンサスで観測された断面交通量を比較し，現況再現性を

確認した．OD 間の交通分担率と，リンク間の旅行時間

を基に，交通機関別のトリップ費用を計算した．なお，

出発地，目的地双方が宇都宮市内であるトリップのみを

対象として検討した．トリップ費用の算出に使用した変

数を表-1に示す． 

 

表-1 トリップ費用の算出に使用した変数 

説明変数 鉄道 バス 自動車 自転車 徒歩

乗車時間 ○ ○ ○ ○ ○

費用 ○ ○ ○

乗車待ち時間 ○ ○

アクセス・イグレス ○

出入庫時間 ○ ○

余裕定数 ○

定数項 ○  

 

(3) 土地利用モデルの概要 

土地利用モデルでは，地価を変化させることで個人と

地主の需給の一致する点を求めた．個人は所得の中から

合成財，土地，私事トリップを消費するため，メッシュ

iにおける個人の効用は次のように表される． 

 

𝑉𝑖 = max⁡[𝛼𝑧𝑙𝑛𝑧𝑖 + 𝛼𝑎𝑙𝑛𝑎𝑖+𝛼𝑥𝑙𝑛𝑥𝑖
𝑝
]   （1） 

𝑧𝑖 + 𝑟𝑖𝑎𝑖 + 𝑞𝑖
𝑝
𝑥𝑖
𝑝
= 𝐼𝑖 = 𝑤𝑇 − 𝑞𝑖

𝑤   （2） 

i：メッシュを表す添え字，𝑉𝑖：個人の効用，𝑧𝑖：合成

財の消費量，𝑎𝑖：土地の消費量，𝑥𝑖
𝑝
：私事トリップの

消費量，𝛼𝑧・𝛼𝑎・𝛼𝑥：分配パラメータ，𝐼𝑖：平均所得，

𝑟𝑖：住宅地代，𝑞𝑖
𝑝
：私事トリップ費用，𝑇：総利用可能

時間（固定），𝑤：賃金率，𝑞𝑖
𝑤：通勤トリップ費用 

 

ここで，効用を最大化する消費を仮定し，ロジットモ

デルで立地選択率を算出することで，各メッシュ別人口

を求めることができる．効用関数で含まれていない要素

を，ゾーン毎に設定する定数項で定量化すると次のよう

になる． 

 

𝑃𝑖 =
𝑒𝑥𝑝𝜃(𝑉𝑖+𝜏𝑖)

∑ 𝑒𝑥𝑝𝜃(𝑉𝑖+𝜏𝑖)𝑖
   （3） 

𝑁𝑖 = 𝑁𝑃𝑖   （4） 

𝑃𝑖：立地選択率，𝜃：立地選択モデルのロジットパラメ
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ータ，𝜏𝑖：間接効用関数に含まれていない要因（景観，

災害リスク等），𝑁𝑖：メッシュの人口，𝑁：都市全体の

人口 

 

また，メッシュ別人口から土地需要は式(5)で表され

る． 

 

𝐷𝑖 = 𝑎𝑖𝑁𝑖   （5） 

𝐷𝑖：居住用土地需要， 

 

さらに，地主の供給は山崎ら 10)と同様の利潤関数から

式(6)で表される．地主は不在地主と仮定しているため，

地主の利潤の変化は家計や企業の行動に影響を与えない． 

𝑦𝑖 = (1 −
𝛼𝑖

𝑟𝑖
)𝑌𝑖

0
   （6） 

𝑦𝑖：居住用土地供給面積，𝛼𝑖：パラメータ，𝑌𝑖
0：供給

可能面積 

 

式(5)と式(6)を満たす地代がその時点における均衡点

で，この均衡点に基づき各ゾーンの人口が決定される．

計算にあたっては，公示地価，国勢調査，勤労統計調査，

家計調査等，各種統計調査を用いて値を代入した． 

 

(4) 応用都市経済モデルの精度検証 

既存研究では交通市場に言及したうえで精度検証を行

う事例は見られなかった．これは，応用都市経済モデル

では，現状を基準として，将来にわたって人々が合理的

に行動することを仮定した際に，変化する均衡点を算出

するモデルであるため，予測時点では将来の行動を評価

することは困難を極めるためであると考えられる．なお，

応用都市経済モデルの精度は，将来の交通環境負荷を算

出する際に変化する OD に直接影響するため，重要な指

標である．本研究では，以下の手法でモデルの精度検証

を行った．精度検証には，2015 年と 2019 年の宇都宮市

における 500m メッシュの人口分布のデータを活用した．

2015年のデータに関しては国土交通省が発行する値を，

2019年の人口に関してはゼンリンが発行する値を参照し

た．各データの概要を表-2に示す． 

まず，地代の最大化とトリップ費用の最小化を目指す

際の均衡点が，2015年の各メッシュの人口と一致するよ

うにパラメータをメッシュごとに設定した．続いて，

2019年の宇都宮市の人口 520,430人を参照し，作成した

応用都市経済モデルに基づき，2019年の各メッシュごと

の人口を予測した．なお，2015 年から 2019 年にかけて

生じた交通整備や土地利用規制の変更が本モデルに与え

る影響は軽微であるため，本研究では言及しない．ここ

で，応用都市経済モデルで算出したメッシュ毎の人口の

分布と，実際の人口の分布の関係を図-1 に示す．両者

の重相関係数は 0.99 と十分な精度を確認した．したが

って，各メッシュの人口分布の傾向は本モデルで十分に

捉えられていると考えられる．そこで，作成したモデル

を活用して，以下の分析を行った． 

 

表-2 応用都市経済モデルで使用したデータの概要 

2015年人口 2019年人口

発行主体 国土交通省 株式会社ゼンリン

出典 国勢調査 住民基本台帳

500mメッシュ人口

の算出方法

国勢調査調査票より

250mメッシュデータを集計

住民基本台帳から

推計変換

総人口 518,109人 520,430人

更新頻度 5年に一度 毎年  

 

図-1 応用都市経済モデルで推定される人口分布と実際

の人口分布の関係 

 

5. 各種政策の導入が人口分布に与える影響 

 

本章ではテレワーク，自動運転車，炭素税の導入を政

策として実行した場合に変化する人口分布を算出する．

まず，参考として政策を導入しなかった場合の将来の居

住地の分布の予測を図-2に示す．ここでは宇都宮市の人

口推計 11）に基づき 2050年の人口を449,595人と想定し作

成したモデルを用いて各メッシュごとの人口を配分した． 

 

 

図-2 政策を導入しない場合の 2050年の人口分布 
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(1) テレワークが及ぼす影響 

本節ではテレワークが人口分布に与える影響を算出す

る．テレワークは自宅を就業場所とする自宅利用型 12）

を想定した．テレワークに伴い通勤回数が減少すると，

居住地を選択する際に，自宅から勤務地への距離の重要

性が相対的に低下することが考えられる．その結果，従

来に比べ通勤トリップに要する費用や時間等のコストが

居住地の選択に与える影響が小さくなり，地代の最大化

とトリップ費用の最小化を目指す際の均衡点が変化する．

そして，通勤に要する時間や費用が増加する郊外部へ居

住地は移動する． 

本項では，テレワークの実施率は 28%（2020年 4月の

緊急事態宣言下における栃木県の実測値1）と，限界値と

して 100%を設定した．テレワークによって変化する人

口を図-3，図-4 にそれぞれ示す．ここでテレワークの実

施率が 100%の際には通勤トリップは発生しないことを

意味する．テレワークの導入が進めば進むほど，中心部

の人口は減少し，人口はDID地区外に拡散することが明

らかになった．このとき，1 トリップ当たりの環境負荷

は，テレワーク導入率 28%のとき，0.3%の増加につなが

る．なお，テレワークの導入率が 100%の際は，通勤ト

リップが存在しないため，通勤由来の環境負荷は発生し

ない．  

 

図-3 テレワーク 28%導入時の人口の変化 

 

図-4 テレワーク 100%導入時の人口の変化 

 

(2) 自動運転車が及ぼす影響 

本節では自動運転車が人口分布に与える影響を算出す

る．レベル 4,5 の自動運転車では，乗車中に運転行為以

外の行動ができるようになると想定される．その結果，

従来に比べ単位乗車時間あたりの乗車コストが低下する

ことが考えられる．そこで，自動運転車の導入に伴う変

化を，乗車時の時間価値を減少させることで反映させた．

自動車の時間価値が減少すると，自動車のトリップ費用

が減少し，従来は高額なトリップ費用が原因で居住地と

して選択しなかった地域についても，自動運転化に伴い

選択肢の一つとして検討が進むことも想定される．自動

運転化に伴う時間価値の低減は世界各地で研究が進んで

おり 13）14）など，その低下率は 30%前後であることが明ら

かになっている．本研究では加藤ら 15）が東京都市圏を

対象にした際に明らかにした 34%と，極値として 100%

を採用した．自動運転化によって，従来に比べトリップ

費用が低下し，トリップ費用が居住地の選択に与える影

響が小さくなることで，地代の最大化とトリップ費用の

最小化を目指す際の均衡点が変化する．また，これは，

交通手段分担率の変動を促すため，式 1で示したモデル

にのっとり，再度自動車分担率も計算した． 

自動運転車によって変化する人口を図-5，図-6 に示す．

自動運転車乗車時の時間価値の減少が進むほど，中心部

の人口は減少し，居住地はDID地区外に拡散することが

明らかになった．このとき，1 トリップ当たりの環境負

荷は，時間価値の低減率が 34%のとき，2.2%の増加につ

ながる．ここで人口分布の変化による ODの変動が環境

負荷に与える影響は 0.1%の増加で，それ以外の 2.1%に

ついては，自動運転化による自動車分担率の向上によっ

て発生する．また，時間価値の低減率が 100%の際は，

5.6%の環境負荷の増加につながる．なお，人口分布の変

化によるODの変動が環境負荷に与える影響は 0.9%の増

加で，それ以外の 4.7%については，自動運転化による

自動車分担率の向上によって発生する． 

 

図-5 時間価値の減少率 34%の際の人口の変化 
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図-6 時間価値の減少率 100%の際の人口の変化 

 

(3) 炭素税が及ぼす影響 

本節では炭素税の導入が人口分布や環境負荷に与える

影響を算出する．炭素税は炭素の排出量に応じて課税さ

れる仕組みで，経済成長と環境負荷の抑制を両立させ得

る政策である．本研究では自動車のみに炭素税を賦課す

ることを仮定した．炭素税の賦課に従い自動車を利用す

る際のトリップ費用は増加し，相対的に自動車分担率が

低下する．そして人口は自動車の利用を前提とする郊外

部から，公共交通の利便性が高い中心部へ集約すること

が想定される．本研究では自動車走行距離 1km 当たり

25~200円の賦課を仮定した．（図-7，図-8）燃料電池車 

 

図-7 炭素税 25円/km賦課時の人口分布の変化 

 

図-8 炭素税 100円/km賦課時の人口分布の変化 

や電気自動車の普及が進めば炭素の排出量は減ることが

予想されるが，排出量は引き続き走行距離に比例するた

め，一律の炭素税を設定した． 

炭素税の導入は交通手段分担率の変動を促すため，式

1 で示したモデルにのっとり，再度自動車分担率を計算

した． 

炭素税の賦課額と変化する居住人口の関係を図-9に示

す．炭素税の賦課額が上昇するほど居住地を変更する人

口は増加することがわかる．一方，自動車走行距離に対

する賦課金額が一定額以上となると居住地を変更する人

口は頭打ちになる可能性を示している．これは自動車を

利用するトリップの優位性が他の交通手段を利用する場

合に比べ著しく高いトリップが一定数存在するためだ． 

1kmあたり25円の炭素税を賦課した際には，一トリッ

プあたりの環境負荷は-4.0%の減少につながると想定さ

れる．このとき，炭素税に伴う居住地の集約による減少

は-0.2%，自動車分担率の低下による減少は-3.8%である． 

 

 

図-9 炭素税の賦課額と居住地を変更する人口 

 

 

6. 政策の導入が人口増加率に与える影響 

 

(1) 各種政策が人口変化率に及ぼす影響 

テレワークを導入した際には（図-10 左），中心部の

人口は減少し，郊外部の人口は増加することで，一トリ

ップ当たりの走行距離は増加する．自動運転車を導入し

た際にも（図-10 中央），同様の傾向が見られる．一方

で，炭素税を導入した際には（図-10 右），人口は中心

部に集約され，一トリップあたりの走行距離は減少する． 

 

 

図-10 各政策の導入が人口に与える影響 
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居住地の郊外化による一トリップ当たりの走行距離の増

加を比較すると，前者の影響がより大きく，全体では環

境負荷は減少する．また，自動運転車や炭素税の導入時

には，自動車分担率の変化と一トリップあたりの走行距

離の変化が想定されるが，前者の方が影響が大きい． 

したがって，いずれの政策においても居住地の変化が

環境負荷に与える影響は軽微であり，トリップ数や分担

率が与える影響のほうが大きい． 

 

(2) 既存政策との新政策の融合 

宇都宮市ではネットワーク型コンパクトシティの形成

を掲げており 11），テレワークや自動運転車の導入は人

口の拡散をもたらし，結果的に既存政策と逆行する可能

性が高いことが明らかになった．ここで，炭素税は，環

境負荷の抑制だけではなく，都市構造に与える影響から

も解決策の一助になる可能性があるといえる．実際（図

-10 右），炭素税の導入によって居住地は市街化区域に

集約される様子が見て取れる．したがって，自動運転車

やテレワークを導入する際には炭素税と組み合わせるこ

とによって脱炭素と利便性の向上の実現が期待される．

なお試算によると，テレワークの 28%導入と自動運転車

（時間価値は 34%低減と想定）と同時に炭素税を自動車

に 1km あたり 20 円程度課すことで，その変化を打ち消

しあうことが確認できた． 

 

 

7. 得られた知見と今後の展望 

 

本研究では，テレワーク，自動運転車，炭素税の導入

が人口分布に与える影響を定量的に算出し，環境負荷に

及ぼす効果を推計した．その結果，テレワークや自動運

転車が導入された場合には，その導入が進めば進むほど

人口は郊外に拡散し，DID 地区内の人口は減少が進むこ

とがわかった．そして，一トリップ当たりの環境負荷は

導入状況に応じて 0.3~5.6%増加する．なお，テレワーク

の導入によるトリップ数の削減効果は，人口の拡散に伴

うトリップ長の増加に比べ，環境負荷に大きな影響を及

ぼすため，全体では環境負荷は減少することが想定され

る．また，炭素税を導入した場合には，その賦課額が上

昇するほど人口はDID地区内に集約が進み，DID地区外

の人口は減少が進むことが明らかになった．そして，一

トリップ当たりの環境負荷は減少することもわかった． 

ここで，自動運転車とテレワークの導入と同時に炭素

税を導入した際には人口分布の変化は軽微であり，政策

を導入していない場合と同様の人口分布に収束し，一ト

リップ当たりの環境負荷の増加も抑制できる．したがっ

て，複数の政策の組み合わせにより，社会の変化を踏ま

えながら，環境負荷の抑制を実現可能であるといえる． 

一方，人口分布を算出する際に使用した応用都市経済

モデルでは，今後，年齢別人口や同一のデータベースを

活用しながら人口分布を評価することが必要である．ま

た，都市政策が人口分布に影響を与えるまでには長い時

間を要することが想定され，本研究では遠い将来におけ

る居住によって得られる効用と地主の利益の均衡点の一

例として 2050 年を想定し分析を進めたものの，実際に

は，応用都市経済モデルは時間軸を持たず，その精度検

証を実施することは簡単ではない．更なる信頼性を担保

するうえで，ビッグデータを用いて高頻度で人口分布の

変化を検証し随時モデルの修正を加えるなど，数値検証

のステップを踏まえながら結果の妥当性を言及すること

が望ましい．  

また，交通分野の環境政策の検討に当たっては，本研

究では検討していない私事トリップについても試算する

ことで，政策導入に伴う環境に与える影響の総量が把握

可能となり，政策導入効果についてもより詳細に検討で

きると想定する．モデルの精度を担保し、かつ、政策が

与える影響を細部にわたって検討し、より実態に即した

分析を行うことが今後の検討課題である． 
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域の脱炭素化加速のための基盤研究開発」JPJ010039 の

助成を受けたものです． 
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STUDY OF THE IMPACT OF FUTURE CHANGES IN THE TRAFFIC 

 ON RESIDENTIAL CHOICE AND THE TRAFFIC ENVIRONMENT LOAD  

 

Ryotaro MISE, Hidetora Tomioka and Akinori MORIMOTO 

 
Numerous social changes, such as lifestyle changes triggered by COVID-19, are expected to have a 

significant impact on future residential choices. In addition, concern about global warming continues to 

grow, and the realization of decarbonization has become essential, especially the reduction of transportation 

environmental load, which accounts for about 20% of the total. This study evaluated changes in residential 

choices and associated changes in transportation environmental load due to the introduction of telecom-

muting, autonomous vehicles, and a carbon tax in Utsunomiya City. As a result, it was found that the intro-

duction of telecommuting and autonomous vehicles leads to an increase in traffic environmental load per 

trip and urban diffusion, while time the introduction of a carbon tax at the same makes it possible to both 

reduce traffic environmental load and new changes.  
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